
(単位：円）

流 動 資 産 3,357,808,296 流 動 負 債 1,448,752,412

現 金 預 金 1,439,004,811 買 掛 金 699,037,992

受 取 手 形 249,849,255 電 子 記 録 債 務 79,732,032

売 掛 金 637,140,893 短 期 借 入 金 0

製 品 185,441,854 １年内返済長期借入金 50,000,000

半 製 品 394,976,245 未 払 金 253,738,315

貯 蔵 品 115,166,235 預 り 金 364,802,473

短 期 貸 付 金 57,000,000 未 払 法 人 税 等 1,441,600

未 収 入 金 189,541,229

仮 払 金 14,568,429 固 定 負 債 2,452,575,000

保 証 金 5,054,500 長 期 借 入 金 1,775,000,000

保 有 有 価 証 券 80,064,845 退 職 給 与 引 当 金 677,575,000

貸 倒 引 当 金 △ 10,000,000

固 定 資 産 7,635,670,869

有 形 固 定 資 産 5,557,446,710 3,901,327,412

建 物 ・ 構 築 物 1,148,468,488

機 械 装 置 404,900,638 株 主 資 本 7,092,622,753

車 両 運 搬 具 26,007,353 資 本 金 90,000,000

工 具 器 具 備 品 159,299,732 資 本 剰 余 金 431,364,274

土 地 3,732,680,899 資 本 準 備 金 426,578,310

リ ー ス 資 産 79,889,600     再 評 価 積 立 金 4,785,964

建 設 仮 勘 定 6,200,000      

無 形 固 定 資 産 10,593,595     利 益 剰 余 金 6,571,258,479

ソ フ ト ウ エ ア 他 10,593,595 利 益 準 備 金 154,000,000

投資その他の資産 2,067,630,564 任 意 積 立 金 5,546,738,843

関 係 会 社 株 式 544,553,600 繰越利益剰余金 870,519,636

投 資 有 価 証 券 714,983,343

出 資 金 102,955,850

長 期 貸 付 金 0

長 期 前 払 費 用 705,137,771

繰  延  資  産 471,000

繰 延 資 産 471,000 7,092,622,753

10,993,950,165 10,993,950,165負 債 及 び 純 資 産 合 計

純 資 産 の 部

資 産 合 計

貸  借  対  照  表   （第１１０期）

資 産 の 部 負 債 の 部

負 債 合 計

純 資 産 合 計
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《重要な会社方針に関する注記》

１．資産の評価基準及び評価方法

      (1)有価証券の評価基準および評価方法

①関係会社株式 移動平均法による原価法

②その他有価証券 移動平均法による原価法

　　　(2)棚卸資産の評価基準及び評価方法

①製品・半製品　 売価還元法による原価法

②貯蔵品 先入先出法による原価法

２．固定資産の減価償却の方法

　　　(1)有形固定資産

定率法（但し1998年4月1日以降に取得した建物及び2016年4月1日以降に

　　　　取得した建物付属設備･構築物は定額法）

　　　(2)無形固定資産

定額法

　　　(3)リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法

３．引当金の計上基準

　　　(1)貸倒引当金

債権の貸倒れに備えるために、債権内容を検討して計上している。

　　　(2)退職給与引当金

当事業年度末の自己都合要支給額の１００％を計上している。

４．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

　　　(1)消費税の会計処理

税抜方式で計上している

個　別　注　記　表


